
事業概要シート

≪

【事業の目的・概要・対象】

【背景】

22,801 千円

24,887 ≫千円

国庫支出金 千円
県支出金 千円
地方債 千円
その他 千円

一般財源 22,801 千円

担当課 産業振興部商工振興課交通政策室 室長 富浦　健

担当者 宮﨑　政義 問合せ先 0957－53－4111（内線248）

施策 1802 利便性の高い公共交通の確立
≪≫の金額　現年度当初・補正予算、前年度繰越額の合計
　　　　　　※補正予算要求時は今回の補正予算額を除く
　　　　　　※次年度予算要求時は次年度繰越額を除く

事業名 地域公共交通確保維持改善事業 拡充 予算額

事業期間 平成29年度 ～ 財
源
内
訳

根拠法令
要綱等

大村市地域公共交通再編実施計画
地域公共交通活性化再生法

　大村市は、移動手段として公共交通機関の便数が少ないことや乗り継ぎが不便であることもあり、自家用車
への依存が高い。しかし、高齢化が進む中、車を運転できない高齢者や子どもなど交通弱者を中心に移動手段
の確保として公共交通の充実は必要不可欠である。また、令和４年度には長崎空港、大村ＩＣに加え、新幹線
新駅が開業し３つの高速交通拠点を効率的に結ぶ必要がある。
　このような現状を踏まえ、「大村市地域公共交通再編実施計画」を基づき、利便性の高い公共交通ネット
ワークの構築を図る。

【目的】
・令和元年度に策定した「大村市地域公共交通再編実施計画」に基づき、交通空白地域の解消をはじめ、市内
の公共交通の利便性向上を図る
・令和２年に地域公共交通活性化再生法が改正され、地域公共交通網形成計画を「地域公共交通計画」と改
め、地方公共団体の作成を努力義務として規定されたため、新たなマスタープランを作成する。

【概要】
・令和３年度は、バス路線において利用の少ない郊外路線の３地区（野岳・萱瀬・三浦）においてデマンド型
乗合タクシーの運行を開始し、利用が多く見込まれる市街地路線の昼間の時間帯においてバスの増便を行っ
た。
　令和４年度は、秋頃の新幹線開業に合わせ、新大村駅と車両基地駅を新たな拠点とし市民病院を主たる経由
地とする買物や通院など市北部住民の生活を考慮したバス路線（北部循環線）を新設する。
　また、同じく長崎空港、新大村駅、大村ＩＣ（高速バス）の高速交通の拠点を結び、大村市を中心として長
崎県内への移動を可能とする公共交通体系を構築する。　

【対象】
　市民及び長崎空港、ＪＲ、高速バス等高速交通機関利用者

＜北部循環線＞ ＜高速交通２次交通路線＞
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【活動指標】

①

②

【成果指標】

①

②

【予算・決算】（千円）

指標名 単位
R2

(実績)
R3

(計画)
R4

(計画)
R5

(計画)
R6

(計画)

北部循環線の運行便数（年） 計画値 便 0 0 2,190 4,380 4,380

高速交通結節路線の運行便数（年） 計画値 便 0 0 1,551 3,102 3,102

指標名 単位
R2

(実績)
R3

(計画)
R4

(計画)
R5

(計画)
R6

(計画)

北部循環線の利用者数（年） 計画値 人 0 0 10,950 21,900 21,900

高速交通結節路線の利用者数（年） 計画値 人 0 0 3,102 6,205 6,205

事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

年度 R1 R2 R3 R4 R5 R6 合計
事業費 6,736 6,871 24,887 22,801 45,594 45,594 152,483

国庫支出金 2,869 3,162 6,137 12,168
県支出金 0
地方債 0
その他 3,726 3,726

一般財源 141 3,709 18,750 22,801 45,594 45,594 136,589
人件費 21,884 5,522 4,583 22,036 22,036 22,036 98,097

職員(人) 3.00人 0.75人 0.60人 3.00人 3.00人 3.00人 13.35人
時間外勤務(h) 34h 34h 110h 110h 110h 110h 508h
会計年度任用職員(人) 0.00人

フルコスト 28,620 12,393 29,470 44,837 67,630 67,630 250,580

妥当性
(市の関与)

市内の公共交通の利便性向上を図るという観点からも、公共性が高く、安全・安心な地域公
共交通の利用促進が図られることから、市の関与は妥当である。

有効性
(施策貢献度)

高齢者等の交通弱者や高速交通拠点から移動する人を対象に、一定の移動手段を確保するこ
とで、公共交通の利用が増加することから有効である。

効率性
(コスト)

事業主体は交通事業者（県営バス、タクシー協会）になるため、市と連携しながら効率的に
事業を進めていくことができる。

1次評価 担当者記載のとおり

2次評価 1次評価のとおり


